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さいたま市長１月定例記者会見 

平成２１年１月３０日（金曜日） 

午前１１時００分開会 

 

〇 進  行   記者クラブの皆さん、定刻になりましたので、ただいまから定例記者会

見を始めさせていただきます。 

         それでは、記者クラブ幹事社さん、よろしくお願いいたします。 

〇 埼玉新聞   今月の幹事を務めます埼玉新聞と申します。よろしくお願いいたします。 

         それでは、本日の記者会見の内容につきまして、市長から説明をお願い

します。 

〇 市  長   皆さん、こんにちは。それでは、定例の記者会見を始めさせていただき

ます。本日の発表議題は、２件であります。 

         ２月３日より平成２１年さいたま市議会２月定例会をお願いをしている

ところであります。 

         本定例会では、市政に対する私の所信と平成２１年度予算の概要をご説

明を申し上げるとともに、平成２１年度予算及び条例議案などの議案審議

をお願いをすることとなります。 

         平成２１年度の予算編成に当たりましては、昨年の金融危機に端を発し

ました、百年に一度と言われる経済不況を反映をし、本市におきましても、

法人市民税で約４０億円を超える大幅な減収が見込まれるなど、財源の確

保が大変厳しい状況となったところでございます。 

         こうした中でも、政令指定都市としての基盤の構築などさいたま市らし

いまちづくりの推進に配慮をし、さらなるステップアップを実現をすると

ともに、緊急経済対策にも対応した切れ目ない予算とするため、①として、

８０の重要政策事業に予算の重点配分、②として、「子育て支援」、「安心安

全」、「環境」の３つのキーワード事業の推進、③として、経済対策・雇用

促進へのスピーディーな対応、④として、市民ニーズに的確に対応した予

算編成、これらに意を用いたところでございます。 

         特に子育て支援では、ナーサリールーム、家庭保育室の保育料負担の軽

減、妊産婦健診公費負担の拡大、子育て医療費助成事業など、また安心安

全では小中学校を初めとした公共施設の耐震化の促進、避難所の夜間訓練
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の実施、災害用マンホール型トイレの設置など、そして環境では地球温暖

化対策の一環として太陽光発電の積極的導入、ＬＥＤ照明の積極的導入な

ど、これらの３つのキーワード事業にも予算の重点配分を行ったところで

あります。 

         その結果、一般会計の予算規模といたしましては３，９１２億３，０００万

円となり、地方財政計画の規模が前年度比１．０％の減に対しまして、本市

では０．２％増という積極型の予算となったものでございます。 

         また、特別会計につきましては、北部拠点宮原土地区画整理事業の終了や

老人保健事業の縮小などにより、前年度比２．５％減の１，７４６億円、企

業会計につきましては、水道事業での企業債の償還金の減などにより、前年

度比１．４％減の１，１１４億９，８２９万円、全会計の予算総額では、前

年度比０．８％減の６，７７３億２，８２９万円となったものでございます。 

         議案といたしましては、合計で６３件を予定をしておりまして、その内訳

は、予算議案４２件、条例議案１４件、一般議案５件、道路議案２件でござ

います。 

         議案の主なものといたしましては、条例議案では、平成２０年本市人事委

員会勧告の趣旨を踏まえ、勤務時間を短縮をすることに伴う「さいたま市職

員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例」の一部改正、また、本庁舎また

は区役所庁舎の整備に係る資金を積み立てるための「さいたま市庁舎整備基

金条例」を新たに制定をするものでありまして、これらの条例を初めとして、

１４条例を予定をいたしております。 

         次に、一般議案では、新型インフルエンザの発生に備え、抗インフルエン

ザウイルス薬の取得議案などを初めとして、５議案を予定をしております。 

         そのほか、道路の認定・廃止に係る２議案を予定しております。 

         議題１は以上でございます。 

         続いて、議題２「西大宮駅開業記念式典を開催いたします」についてご案

内を申し上げたいと思います。 

         西大宮駅の開業を記念をいたしまして、開業日の前日に西大宮駅開業記念

式典及び内覧会を以下開催いたしますので、取材方よろしくお願いいたしま

す。 

         西区役所至近の駅でございまして、多くの市民の利用が見込まれる西大宮
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駅につきましては、平成１９年３月に工事着手し、先日開業日を発表させて

いただいたところです。そこで、長年の地域住民の念願でありました西大宮

駅の開業を記念をして、開業日前日の３月１３日、金曜日、午前１０時から

さいたま市及びＵＲ（ユーアール）都市機構の共催による西大宮駅開業記念

式典を開催をいたします。 

         当日は、施工関係者はもとより地元関係者や市議会関係など約１９０名の

ご参加をいただく予定といたしております。 

         また、広く市民の方々にも駅施設をごらんいただくために西大宮駅内覧会

を当日の午後１時から３時まで開催いたしますので、ご利用をいただければ

と思っております。 

         なお、西大宮駅の開業に合わせた関連イベントといたしましては、西区役

所では、写真・パネル展示等による「西くらしっく展」を３月１３日、金曜

日から２５日、水曜日の間、西区役所１階ホールにおいて開催をいたします。 

         また、大宮西部特定土地区画整理事業の施行者であるＵＲ都市機構が、駅

前広場並びに駅前・西区役所周辺エリアの一部道路の供用を開始することに

伴い、「まちびらき」を行うことから、「Ｌｉｖ―Ｆｉｅｌｄ（リブ フィ

ールド）西大宮 まちびらきフェスタ」の開催を予定をしております。 

         イベントの詳細につきましては、別紙１、２のとおりでございます。 

         議題につきましては、以上です。 

〇 埼玉新聞   ありがとうございます。 

         市長の説明について質問があればお願いします。 

〇 読売新聞   読売新聞です。 

         節目の年の予算編成であったかと思います、トップとして。それに・・・。 

〇 市  長   何の節目でしょう。 

〇 読売新聞   任期の節目。そのことについてどのような思いをトップとして・・・。 

〇 市  長   平準化というか、特に節目の年だからどうのこうのとか、そういうある

意味では一般受けをねらった大盤振る舞いだとか、そういうものは余り見

受けられないですね。地味な予算じゃないかなと自分でも思っております。 

         いずれにいたしましても、こういう経済危機の中でね、喫緊の課題、市

民が本当に必要としている事業、こういったものを絞ってですね、そこに

重点的に予算を配分した結果、先だってですね、皆さん方にもご説明をさ
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せていただいたとおりの予算となったということでございますので、ご理

解を願えればというふうに思っております。 

〇 朝日新聞   朝日新聞と申します。 

         税収が減る中、財政調整基金を当初では初めて取り崩したというふうに

聞いていますけども、市長の中で、それでもやっぱり積極型ということに

こだわって、０．２％ってわずかですけども、の増予算を組んだというの

はこだわりがあったということでよろしいんですかね。 

〇 市  長   いや、そういうこだわりはありませんですけど、ただ今ご指摘のように

法人市民税がですね、約４０億円落ち込んだと。そういった中で固定資産

税ですとか、そういったものがここで上がりましたのでね、かなりの部分

がそれで埋められたわけなんですが、かといってもまだ足らないというん

で、財政調整基金も取り崩してやりました。これは、さっき申し上げたよ

うな今喫緊の課題ですね、例えばタミフルを購入するとかみたいなものと

いうのは、やはり何というんでしょうか、そのあるときに買っておかない

と、在庫切れですよと言われた段階でもうおしまいになっちゃいますんで、

そういう予備の手を打たざるを得なかった、こういうご理解をいただける

とありがたいなというふうに思っております。 

         それと、もう一つは、やはり経済対策の中で、この学校等の補強工事で

すとか、また一般的なですね、公共工事、これらも余りにひどい経済状態

なので、前倒しをしたりですね、ある程度の配慮させていただかないと市

は成り立っていかないんだろうと、こんな思いでやらせていただきました。

結果として０．２％微増ということになったわけであります。 

〇 朝日新聞   ありがとうございます。 

〇 埼玉新聞   埼玉新聞です。 

         先ほど任期の節目というちょっとお話しありましたが、２０年度は総仕

上げの予算と。今年については、そういった意味では一応任期の締めくく

りの予算というような位置づけでいいかと思う・・・。 

〇 市  長   そういうところなんですよね。 

〇 埼玉新聞   その上でちょっとお伺いしたいんですが、今回の予算の上で、まず１つ、

目玉になるようなものというのは、市長はどの辺をお考えなんでしょうか。 

〇 市  長   そうですね、これから先ですね、さいたま市が積極的に取り組んでいか
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なければいけない事業というのが多々ございます。そういった中で、やは

り私はこれからさいたま市の場合は教育というものをかなり大きなフラッ

グとして掲げていきたいなというふうに思っておりますので、そういった

関連の予算でありましたと。 

         それから、やはり高齢化、少子化が進んでいる中で、そういった少子化

に対する対応、また高齢化に対する対応、また事業としてはですね、今お

願いをしていろんな先生方にも配慮いただいているわけですが、大宮駅周

辺の開発のビジョン、これが来年度の３月末までに固まるということであ

りますので、それに基づいたですね、事業計画を今度はつくっていかなき

ゃいかんということがあります。そういったための、今年だっけ、３月だ。 

〇 事務局    中間が今年度で、ビジョンは来年度策定。 

〇 市  長   失礼しました。中間報告が今年度の３月末、最終が来年の３月末という

ことでありまして、これらに基づいたですね、ビジョンに基づいたいろん

な事業計画つくっていかなきゃいけない。そういったことで、そういった

会議に対する予算、それからやはり建設関係で一番大きなのが地下鉄７号

線、こういうことになってこようかと思っております。地下鉄７号線には、

まだ事業に入っておりませんので、調査費その他ですね、もろもろの経費

として３，０００万円をつけておりますが、これらがこれから先、一つ一

つ具現化をする事業の中で大きなですね、財政的な負担もあるのかなと、

こんなことを考えているところでございます。 

〇 毎日新聞   毎日新聞です。 

         地下鉄７号線の話なんですけれども、昨年度の当初予算でたしか

２，７００万円で、今年３，０００万円で、３００万円で微増と言ってい

いかと思うんですが、このお金、今年度はどういう事業に使うと。 

〇 市  長   そうですね。昨年度はご承知のように期成同盟会等々の補助金が多かっ

たもんですが、今年は何か聞いています。 

〇 事務局    地下鉄７号線につきましては、中間駅周辺のまちづくりにつきましても

ですね、ある程度その辺の計画、調査費、計画に伴う調査を委託する経費

を、若干ですけどね、入れさせていただいております。 

〇 毎日新聞   去年とことしと、その予算的にはほとんど変わりがないと。そうなって

くると、市長としていつまでにどうしたいとか、そういう具体的な内容
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は・・・。 

〇 市  長   そうですね、やはり地下鉄７号線の例の平成２７年でしたね。 

〇 事務局    ええ。 

〇 市  長   ２７年までにはですね、つち音を響かせたいと、こういった考え方です

ね。 

〇 毎日新聞   着工・・・。 

〇 市  長   つち音を響かせたいです。芸術的な表現です。 

〇 埼玉新聞   着工ということでよろしいですか。 

〇 市  長   そうね。 

〇 東京新聞   東京新聞ですけど、今のちょっと関連なんですが、その２７年度までに

つち音を響かせるということからすると、ある程度の、今年度というのは

どのぐらいまで、新年度ですね、どのぐらいのところまでいかなければと

いうことになってきます。 

〇 市  長   そうね、やっぱり採算、やっぱり一番の問題というのは、採算がどうな

るだろうかということでありまして、今話のあったように中間駅、これの

設置によってどのような影響があるかということ。今までは。 

〇 市  長   ＳＲが協議に全く入っていなかったんですね。だけど、これから先です

ね、ＳＲも協議に入ってもらいながら、例えば延伸をすれば、当然ＳＲも

それに伴う増収、こういったもの見込まれるわけなので、ＳＲはほとんど

県が出資をして、あと利用する市町村がそれぞれの線路の長さに応じて負

担をしておりますけれども、それとはまた別にですね、そういう考えを入

れながら協議を進めてまいりたいというふうに思っております。 

〇 東京新聞   去年のたしか７月ぐらいの合意では、次のステップとして事業者なんか

が入って、県、市との間で協議するという、来年度はそういう検討会をつ

くって、具体的な計画を詰める段階の所有権とか移転、移行したいと、そ

ういう考え方ということですか。 

〇 市  長   はい、そうですね。いつまでも、周辺だけ回ってても話になりませんの

で、やっぱり一歩ここで踏み出さなければ、次の展望は開けないだろうと

いうふうに思っております。 

〇 東京新聞   財政の県とのバランスという方向性見えてきた・・・。 

〇 市  長   まだこれは話し合っておりません。ですから、県のほうは知事さんの話
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で、それこそ別会社をつくって市がやるべき問題だというふうなおっしゃ

り方はされておりますけれども、私どもとしましてはＳＲ等の利益もこれ

やはりですね、全く別な問題というふうには考えていないと。これからそ

の財政負担がね、どういうことになるのかということについては詳細にま

たいろんな数字を持って詰めていきたいなというふうに考えております。 

         何か追加ありますか。よろしいですか。 

〇 事務局    いえ、今市長が言いましたようにですね、今まで県との協議は市とので

すね、事務レベルの連絡会ということだったんですけども、来年度につき

ましてはですね、ＳＲも含めた、あるいは専門のいろんな調査やっていた

だいている鉄道・運輸機構さん等もですね、視野に入れた形での新たな連

絡会を想定をさせていただいているというところでございます。 

〇日本経済新聞  日本経済新聞です。 

         今のその採算性の観点なんですけれども、人口に比して、その岩槻地区

の人口の予測を考えると採算がとれないんじゃないかという指摘もあった

りして、これに反対する人も多いかと思うんですけれども、それに対して

市長はどんなふうなお考えをお持ちですか。 

〇 市  長   そうですね、今現在のいろんな試算ですと、なかなかきついんじゃない

かというふうな数字も出ております。ただ、やっぱりある意味ではやりよ

うもありましてですね、いわゆる通過駅を設定をして、急行電車みたいな

ものを走らせることによってですね、時間的な短縮はどの程度できるかと

か、それから中間駅の仮想もですね、人口の設定をどうするかとか、そう

いういろんなことが出てくると思うんですね。やっぱりこれ昔の話ですけ

れども、西武鉄道と東武鉄道があって、西武鉄道は、まず線路をつくった、

そこに住宅がはりついた。東武鉄道は、先に住宅をつくって、そこに線路

を引っ張っていった。ある意味では、これからの日本のリーダーたるべく、

また同時にこれから道州制を考えなければいけない段階において、また州

都を目指すということであればですね、やはりそのような交通の利便性、

この優位性を確保していくということは、ある意味では政策的に非常に大

事なことだろうというふうに私は思っております。 

〇 朝日新聞   その関連で、この話は出尽くしているとは思うんですけど、その岩槻に

延びて、その地下鉄７号線で東京に出れるようになると、今までその岩槻
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の方が大宮を通って東京に出るとかの人の流れがですね、変わって、さい

たま市を通らずして東京方面に向かうというような人の流れも予想される

んですけど、そこら辺の影響についてはどう考えますか。 

〇 市  長   そうですね、その辺はまだよく調査しておりませんけれども、ご指摘の

ような懸念はあります。やはり余り便利だとね、そのままおりないで行っ

ちゃうということも想定されますので、ある意味ではまた魅力のあるまち

づくりということがですね、もう一つ重要なのかなというふうに思います。

今大宮駅のエキュートですね、これが昼間も繁盛していると。やはり改札

を通らないで買い物ができるという、そういった部分での大変な繁盛ぶり

を見せておりますから、ある意味でそういうふうなエキュート的なものも

ね、発想していくのかなというふうに思いますが、そういったものＳＲ等

がこれからどういうことになるかわかりませんけども、もし仮に新会社つ

くるとすれば、そこにそれだけの財政力、体質が強いか、体質が強化され

ているかどうかってまた別の問題ですけれども、基本的にはやっぱりそう

いうふうに需要の喚起ということをですね、やはり考えていかざるを得な

いだろうというふうに思っています。 

〇 東京新聞   中間駅のあたりのですね、その開発という、需要を高めるような開発と

して、構想としておありになる部分ってありますですか。 

〇 市  長   それもう最初からあります。 

〇 東京新聞   今具体的に何かどういうものとか整備されたかってありますか。 

〇 事務局    今までやってきたのが、規模等いろいろあるんですけども、中間駅でど

のぐらいの乗降客数がですね、見込めるかとかという、この一応の推計の

上に立って、当然事業採算性が成り立つための、いわゆる開発規模、乗降

客数を喚起するためにはですね、どのくらいの規模が適当なのか、あるい

は市が財政上どのくらい負担できて、その事業を展開できるのかと、そう

いういろいろな角度からのですね、検討はしておりまして、またただ、先

ほど市長からもありましたように平成１２年国勢調査と平成１７年国勢調

査では人口推計がかなり落ち込んでいるという背景もありまして、また新

たにそのまちづくりについてですね、これから見直していくということに

現在では思っています。 

〇 毎日新聞   また地下鉄７号線の話なんですけれども、財政負担については県に対し
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ての応分の負担を求めるという、これまでの姿勢に変わりはないというこ

とでよろしいですか。 

〇 市  長   はい。 

〇 毎日新聞   市独自で、例えば上物の会社については一括出すとか、そこまではまだ

お考えではないということ。 

〇 市  長   やはりお互いに応分な利益を受けるわけですから、それぞれの負担をす

べきだというふうに思っております。 

〇 読売新聞   よく事あるごとにもっと埼玉スタジアム２００２の近くにとまってくれ

って言っていましたけど、もっと埼玉スタジアム２００２の近くにとまっ

てくれると助かるかもしれませんね。どうですか。 

〇 市  長   埼玉スタジアム２００２の近くに。なかなか難しいところでね、今の朝

日の話のようにね、余り近いと、おりました、スタジアムに行きました、

帰りました、それでいいのかということって出てくるんですね。ある意味

で少し間があったほうがね、これからまちづくりが始まりますけれども、

そういった中では立ち寄っていただいて、よかった、悪かったって言いな

がら一杯やったりですね、そういうふうなところも必要なのかなという思

いはあります。そもそもあれが約１．２キロなぜ離れたかという話という

のは、そのころ県のね、担当者があそこに決定をしたわけなんですけれど

も、やはり基本的にはねたときにね、ゲームが終わったときに、この欧米

のなんか見ると非常に暴力ざたが起きていて、非常に多いと。そうであれ

ば、余りに近いとみんな一斉に集まってしまうんで、かなり危険じゃない

かと。少し踊り場があったほうがいいだろうというふうな意味合いからも、

そういうふうに距離を設定したというふうに漏れ伺ったことがございます。 

〇 読売新聞   じゃ、その１．２キロの間に何もないというのが問題ですね。 

〇 市  長   今まだ仮の姿ですから、区画整理やったのはご承知のとおり。あれがね、

ワールドカップのときは結構模擬店が出てね、おもしろかったですね。初

めて知ったけど、顔のペインティングだとか、いろんなお店が出ていて、

日本の旗というのはペインティングになじまないね。何か包帯に血がにじ

んだみたいなことになっちゃって、何かどうもまずいなという感じがしま

したね。 

〇 埼玉新聞   地下鉄７号線の延伸に続きますが、昨年の１１月に岩槻の総会のほうで
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私の責任において地下鉄７号線を進めるというご発言がありましたが、先

ほど財政負担については負担を求めると。この辺の、要するに先導役とし

ては、やはり相川市長が持ってやっていくということでよろしいわけです

ね。 

〇 市  長   そうだと思います、はい。 

〇 埼玉新聞   先に立ってということ。 

〇 市  長   やはりそういったもの市が先頭に立たなければ、これはなかなか進まな

いプロジェクトになろうというふうに思っております。 

〇 朝日新聞   地下鉄７号線とは別の予算の関係で、今回の予算の中で市民に必要な事

業をやるつもりだというお話だったですけども、相川市長ご自身のですね、

政策的予算というか、肝いりでトップダウンでこれをやれというふうに指

示して盛り込んだ部分があれば、１つ、２つお伺いしたいんですけど。 

〇 市  長   そうですね、やっぱり１つはですね、子育て支援、ナーサリールームが

ですね、今公設というか、認可保育園と比べて約月２万円高いんですね。

これを何とか補助金で埋めようと。今私は、子育てするならさいたま市と

いう大きなフラッグを掲げていますけどね、その中で待機児童がなかなか

減らないということもご承知のとおり。この待機児童というのはご承知の

ようにですね、だんだん、だんだん潜在需要が掘り起こされるという面も

ありますので、ゼロにするの難しいんですけれども、これによってかなり

ね、解消されるんじゃないかなというふうに１つは思っております。 

         もう一つは、やはり環境ということの中で、今度は国のほうもですね、

例の太陽光発電かなり力を入れていただけるようですが、県のほうも力入

れていただけるようですが、さいたま市の場合もですね、この埼玉県とい

うのは全国でも日照時間(快晴日数)が一、二を争う日照時間が長い(快晴日

数が多い)地域でありますので、その特性を利用してですね、そのような環

境問題に対する対応、それを入れたらどうかというようなことを言ってお

ります。もちろん、一般的にやってですね、学校の耐震だとか、そういっ

たものはもちろんそのベースの下にあると。特化してそういったものをや

ったらどうかということを言ってですね、いろんな面で盛り込みました。 

〇 事務局    総合政策監です。 

         環境ということでございますと、その太陽光発電のほか、そのＬＥＤと
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いうことで非常に電力の消費の効率がいいということで、そういったもの

を率先導入したり補助金で促していきたいというようなものがございます。 

         それから、子育てでございますと、大原中学校の跡地の活用、子育て関

係で活用していこうと。中身は具体的なところまではまだいっていません

けれども、そういった検討委員会というんですかね、市民の方を入れた、

そういった予算などが入っておろうかと思います。 

〇 市  長   あの大原中学校跡地ってご存じない記者さんもおられるかもしれないん

ですが、与野駅の東口、通称西高通りって言っていますけど、あれ歩いて

ですね、２００メートルぐらいかな、先行った右側に昔の大原中があった。

そこの跡地です。それを児童施設でつくろうじゃないかと。子供の城にな

るのか何だかわかりませんけれども、子育てするならさいたま市という

１つのね、シンボルにつくっていこうということが１つの売りということ

になろうかというふうに思っております。 

〇 埼玉新聞   それでは、市長の肝いりの政策という話でしたが、逆に市の職員のほう

から上がってきたような政策というのは何か。 

〇 市  長   いろんなその上がってきた政策の積み重ねが予算ということになるわけ

ですが、特に何かあるかな。特に何かおもしろかったなんていう…。 

〇 事務局    また環境ということでちょっと申し上げたいと思いますけど、地球温暖

化の対策本部というのを昨年に、１０月秋に立ち上げまして、その中でで

すね、その各課でいろいろと、本部で議論するほか各課で担当レベルでい

ろいろとワーキングみたいのをつくりまして、積み上げでいろいろ出して

いただいたんですが、その中で出てきたものといたしまして、全区役所に、

いわゆる緑のカーテンみたいなものをつくっていこうという話とか、それ

から保育園の園庭の芝生化、こういったものをやってみたらどうかという

ことで、そういったものは予算の中に入っております。 

〇 読売新聞   環境政策、特に太陽光発電、国の動きを受けて多くの自治体が今回導入

していると思うんですけれども、さいたま市の今回の施策の独自性、この

日照時間(快晴日数)が一番長い(多い)・・・。 

〇 市  長   補助額が高いことじゃないでしょうか。補助額が高い。 

〇 読売新聞   額の高さ。 

〇 市  長   キロワット５万円。大体１家庭で太陽光発電つけると、マキシマムが大
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体４キロワットなんだそうですね。ですから、そういったマキシマムでも

対応できるような上限２０万円という枠を設定しておりますので、かなり

これはね、活用できるんじゃないかな。いろんな補助制度と合わせますと

ね、大体あれが２００万円ぐらいでしょうか、太陽光発電だと。それの半

分までいかなくても、そのかなりの部分ですね、４０、２５％なり３０％

なりが埋まるということになれば、太陽光発電による電気料の削減という

ものを見合わせると何年で元が取れるというようなことになってきますか

らね、かなりの方が興味を示していただけるんじゃないかなというふうに

思っています。 

〇 読売新聞   補助額決める上で、やっぱりその国の補助がありますね。さらに市の補

助があって、間に県の補助も来るというふうに見込んで決めたというふう

に理解していいですか。 

〇 市  長   いや、あのときは、まだ県は出しておりませんでした。 

〇 読売新聞   まだ多分出していないんで。 

〇 市  長   国の動向も見定めながら市独自で定めたものでありまして、その後です

ね、県のほうでも、これやるべきだというご認識だったんだと思うんです

が、そのような補助額を打ち出されてきたと。時系列的に申し上げると、

そういうことになります。 

〇 読売新聞   最終的に導入する利用者にどれぐらいメリットがあるか、をもたらした

いかということから、役割を分担していくもんだと思うんですね、算出。 

〇 市  長   だから、どういうメリットをもたらすかって、役割分担というよりも、

それぞれが独自に出していって、それをうまく上手に、賢く組み合わせて

くださいみたいな部分が今度の場合は強いんじゃないでしょうか。 

〇 埼玉新聞   よろしいでしょうか。 

〇 毎日新聞   地下鉄７号線、もう一つだけ。鉄道・運輸機構も視野に入れて検討会な

り協議会なりを設置したいということですが、そうなると３，０００万円

で足りるんでしょうか。 

〇 市  長   追加予算で別件もありますから。 

〇 毎日新聞   そうなると、もう補正でどんどん、じゃ対応されていくということです

か。 

〇 市  長   とりあえずの手付金みたいなもんなんです。また、そういうことが具体
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化になってね、その会議が頻繁に開かれるようになれば、補正はいつでも

組むという姿勢ですね。 

〇 朝日新聞   いいですか。 

〇 市  長   はい、どうぞ。 

〇 朝日新聞   子育て支援と、先ほどのちょっと２１年度のビジョンの話で、少子高齢

化の話出てきましたけど、子育て支援については非常にこのキーワードに

も入って、結構強調されている部分がある反面でですね、結構その負担が

これからふえていきます高齢者対策について、余りちょっと予算の中から

は、子育て支援に比べると、ちょっと力が伝わってこない部分が正直ある

んですけど、市長の中で今年度、２１年度、その先含めてですね、高齢者

対策についてどういうふうにお考えになっていらっしゃるか。 

〇 市  長   私は、高齢者の部類に入っておりますので、我が事のように心配をいた

しておりますけど、さいたま市の高齢社会対策のビジョンといたしまして

は、すべての高齢者が、自立と尊厳を保ちつつ、安心して暮らせるまち、

さいたま市というのを目指して、基本方針を定めています。その中でです

ね、健康づくり環境の創出、それから生きがいと社会参加の促進、安心し

て暮らせる環境の整備、また快適な地域生活、この４つを基本目標として、

さまざまな施策を展開をしておりますが、特に２１年からは健康づくり環

境の創出に関連いたしまして、７５歳以上の後期高齢者医療制度の被保険

者を対象とした人間ドック事業、これを実施をすることといたしました。

去年ですね、やっぱり人間ドック、金払わなきゃいけないのかといういろ

んな議論も巻き起こった部分でありますが、これについては公費負担とい

うことを打ち出しました。 

         また、生きがいと社会参加の促進ということにつきましては、高齢者の

生涯学習の一環といたしましてシニアユニバーシティ、こういうのを開校

しております。私がたまたまその学長になるんですけれども、毎年

１，０００名を超える方々がですね、受講されておられまして、また仲間

づくりに、また地域に帰ってのコミュニティーづくり、こういったことに

活躍をしていただきます。こういった、このような目標に関して従来のシ

ルバー人材センター、これとは別にですね、平成１９年度に高齢者生きが

い活動センター、これを植竹のほうに開設をいたしまして、さらに昨年の
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４月からは高齢者のボランティア活動の拠点として、市町村として初めの

シルバーバンク、これらを開設をしております。やはり安心して暮らせる

環境の整備という基本目標に関しましては、昨年６月に実施をいたしまし

た単身高齢者と高齢者のみの世帯の実態調査と合わせ、災害時要援護者名

簿への登録の同意を約３万７，０００名の方々から、名簿に載っけていい

よという同意をいただきましたので、今後はその名簿の活用、これを図っ

てまいりたい。今なかなかプライバシーということが非常に大きく、声高

に言われておりまして、なかなか名簿の登載というのも拒否される方もお

られるんですけれども、３万７，０００人の方々が登録をしてくださった

ということであります。 

         また、快適な地域生活という面では認知症高齢者等総合支援事業、これ

を再編成をして２１年度からはですね、認知症疾患医療センター、これを

開設をして認知症の早期発見と早期診断を図って、医療と介護や福祉の連

携強化を行う。以上、特徴的な事業を説明いたしましたが、さいたま市で

も数年先は高齢化率２０％を超えるという超高齢社会を迎えますから、今

後は高齢者を地域社会の貴重な人材としてとらえて、培われた知恵と活力

をおかりをしながら、すべての高齢者が、自立と尊厳を保ちつつ、安心し

て暮らせるまちづくり、これを実現をしてまいりたいというふうに思って

います。 

         ですから、今ずっと羅列をしましたけれども、その高齢者に対する対策

というのは、ある意味では何というんでしょうかね、健康で、社会的にも

しっかり活躍をしていただいている方に対するいろんな施策というのは、

余りありません。病気だとか、それからいわゆる認知症になってしまった

とか、そういった弱者に対する施策が主になるわけでありまして、そうい

った中で、じゃ一体その弱者という分類がですね、全高齢者の中で何％あ

るかというふうな部分も出てくるかと思います。これパーセンテージ出て

いるかな、アバウトでいいんだけど。お願いします。 

〇 事務局    介護保険の認定者数は１４．５％強なんですが、それ以外に、ひとり暮

らしであるとか高齢者のみ世帯というのが、市内に４万８，０００世帯ほ

どいらっしゃいます。 

〇 市  長   トータルで何％ぐらいある。 
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〇 事務局    約２割ぐらい。 

〇 市  長   ですから、２割に対する、変な言い方ですけど、２割に対する施策とい

うことに、高齢者の中のですよ、２割に対する施策ということになってま

いります。 

〇 読売新聞   よろしいですか。全体的なこと、もう一回改めて伺いたかったんですけ

ど、今回財調基金に初めて手をつけたということと、あと市債がやっぱり

ふえていると。その２つのことというのは、これまでの、ここ数年の予算

編成では全然なかったことだと思うんですけれども、それをどうとらえる

か。つまり何らかのさいたま市の予算編成が曲がり角に差しかかっている

ような、そんなようなことなのか、どんなふうに受けとめていますか、市

長として。 

〇 市  長   別に曲がり角とは考えておりません。いまだですね、そのぐらい取り崩

してもですね、政令市の中で一番財源比率が、相変わらずトップレベル、

ナンバーワンですから、それを曲がり角というふうには考えておりません

けれども、やはりそれこそ百年に一度の、それこそプライムローンに端を

発した経済危機ですから、さっき申し上げましたけども、法人市民税も

４０億円落ちるということの中では、そういうときのための財調基金であ

り、減債基金であるわけですから、それを使ったというだけでありまして、

また徐々にですね、積み増しをしていくという方向には変わりありません。

一般の家庭でもそうだと思うんだよね、病気になったとき用に貯金するわ

けでしょう。それ病気になったけど、もったいないから使わないで亡くな

っちゃったという話じゃ本末転倒ですから、そういった意味ではね、預貯

金を取り崩ししたということは、私は大変正しい判断じゃなかったかなと

いうふうに思っていますが、財政局長なんか何かあったら。 

〇 財政局長   特に市債の関係ですけども、地方全体の財源不足ですか、それが昨年か

らしましてほぼ倍になったということで、そういった関係で、その臨時財

政対策債ですか、それが多く、今回。さいたま市におきましても、財源確

保という意味から、その臨時財政対策債について昨年より多く措置をした

ということですね。特になぜかといいますと、先ほど市長から話がありま

したけど、法人市民税が相当大幅に落ちているという、これはもう全国的

な傾向ですから、その中でまた財政調整基金につきましては、その基金の
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目的が年度間の財源調整ということになっております。そういったものを

勘案しまして、特に２月補正で財政調整基金に積みまして、なおかつそこ

からまた新年度で取り崩すということですから、基金の残高、財調につき

ましては、ある程度一定の確保はしているところであります。 

〇 読売新聞   要はこの基金を使うタイミングとしては、今年は適切…… 

〇 市  長   だと思いますね。市民の方々も納得していただけるんじゃないでしょう

か。２０年度の補正でどれぐらい積むんでしたっけ。 

〇 財政局長   ５７億円ですね。 

〇 読売新聞   そんな中で、多少やりくりしてつくった、お金をつくるというような状

況の中で、今回市長は本当はあれもできればよかったんだけれどもなと思

いながら、今回はやめとくかというふうな形に見送ったような、できなか

ったこととか、そういうものというのはあるんですか、何か。 

〇 市  長   大体思ったことはできたような気がいたしておりますが。特にいろんな、

先ほど来ご質問をいただいているような、地下鉄７号線にしても何にして

もですね、やっぱりああいうものは事業の山がありますから、いわゆる調

査の時期、それから設計や何かの時期、それから実際の建設の時期という

ように、非常に財政的な事業の山があります。そういった山をですね、な

るべく平準化していくということが大事なことなんだろうと思っておりま

して、いい例がですね、浦和駅の東口、コムナーレ、パルコ、これは特定

建築者制度という制度を利用して、三菱ＵＦＪ信託銀行が特定建築者にな

っていただいて、ですから市はあそこの図書館ですとか、それからそうい

ったいろんな集会施設ですか、そういうのを間借りしているような状況、

だからイニシャルコストが非常に安いわけですね。それと同じようなこと

で、プラザノースもＰＦＩを使ったということの中でですね、ＰＦＩ事業

の主体者がお金を出して、市はやっぱり借りているという状況ですから、

ですから大きなプロジェクトはですね、２つ連続というか、並行してでき

たと。そういった意味では、そういう新しい財政の取り組み方というのが

あるんじゃないかなというふうに私は思っております。 

〇 埼玉新聞   よろしいですか。 

〇 埼玉新聞   それでは、幹事社としての質問、代表質問させていただきます。質問は

まとめて行いますので、よろしくお願いいたします。 
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         まず、１つ目です。昨年１０月、さいたま市市立中学３年生の女子生徒

が自殺しました。後日見つかった遺書には「学校が大嫌い」という記載が

あり、遺族はいじめなどについての真相を求めています。すべての子供た

ちにとって学校を安心して過ごせる場所にするため、「子育てするならさ

いたま市」を掲げている市長として、今回の事案をどう受けとめられてい

るでしょうか。また、このような悲劇を繰り返さないための再発防止策に

ついての考え方・方針をお聞かせください。 

         ２つ目です。横浜市が２０１２年度から市立の小中学校の一貫教育を実

施する方針を固めました。さいたま市では、昨年から市立の浦和中学・高

校の一貫教育を導入しておりますが、今回の横浜市の方針を受け小中一貫

教育についての効果や導入について、どのようにお考えでしょうか。 

         よろしくお願いいたします。 

〇 市  長   それでは、まず第１問目の「市立中学校生徒の自殺の件について」です

ね、お答えをさせていただきます。 

         まず初めに、女子生徒が自殺によりまして、とうとい命を絶つという大

変に悲しい事故が発生したことは、極めて遺憾でありまして、この女子生

徒のご冥福を心から、まずお祈りをいたします。 

         いわゆるこの「ネット上のいじめ」は、社会的に深刻な問題となってお

ります。家庭でもインターネットトラブルの危険性を知っていただき、イ

ンターネット使用の際のルールづくりなど、より一層の啓発が必要である

と考えています。 

         また、インターネットに限らず、いじめが発生した際には、生徒指導や

教育相談等の校内組織を活用し、迅速に対応することが大切でありまして、

心のケアなどにも組織的に対応できるように配慮することが必要と考えて

おります。 

         さらに、すべての学校におきまして、「生命の尊重」や「生きることの大

切さ」を子供たちにしっかりと教え、子供たちだれもが「学校は楽しい」、

「学校が大好き」と言えるさいたま市の学校となりますよう進めていくと

ともに、今後もいじめ等の根絶に向けた取り組みを推進するよう教育長に

話をしたところであります。 

         次に、「小中一貫教育の効果や導入について」お答えいたします。小中一



 
18

貫教育は、小学校と中学校との円滑な接続を目指した取り組みであり、私

もこのことは大切なことだと考えております。 

         横浜市の取り組みについては、平成２４年度から実施をする方向という

ことでございますので、今後の取り組みについても注視してまいります。 

         本市では、既に平成１７年度から導入した小中一貫したカリキュラムに

基づく「英会話」や「人間関係プログラム」を市内のすべての小中学校で

実施をしております。 

         今後も、このような本市の独自の取り組みを生かしてまいりたいと考え

ております。 

         さらに詳しくは、それぞれの担当課でお答えいたしますので、よろしく

お願いいたします。 

〇 埼玉新聞   この件について、代表質問に関して質問がある方は質問をしてください。 

         １のいじめについてなんですけれども、要するに今回の悲劇、今回の事

実を受けとめて、再発防止策としては現在の状況の強化、要するに教職員

の意識の確認とか、そういったことをきっちりやっていくようなお考えと

いうことでよろしいんでしょうか。 

〇 市  長   そうですね。 

〇 事務局    教育委員会指導２課です。今回のことを本当に真摯に受けとめまして、

教育委員会といたしましては臨時校長会を開催させていただきました。再

発防止、またこれからのいじめ根絶に向けての取り組みを学校のほうに指

導したところでございます。 

〇 読売新聞   今回の件ですけれども、その発生したことだけじゃなくて、その後のご

両親に対する学校の対応、そこの部分が遺族の心を納得させていないとい

う状況が生じていますけれども、その辺の対策というのは今後どうあるべ

きで、どんなことを考えていらっしゃいますか。 

〇 事務局    ご遺族が真相を求めている件につきましては、現在、学校と教育委員会

とのほうで十分に検討しているところでございます。生徒個々のことを十

分に配慮いたしまして、生徒の心のケアを含め、より丁寧なですね、聞き

取りができるよう学校を指導してまいりたいと考えております。 

〇 埼玉新聞   ２番の小中一貫教育についてなんですけども、現在のところは横浜市の

例を注視して、その後検討していく、課題…… 
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〇 市  長   そうね、基本的に言うとさいたま市のほうが先行しているんですよね。

既に実施をしていると。先ほど申しました英会話、人間関係プログラム、

これをすべての市内の小中学校で実施をしておりまして、これはまさに小

中一貫の教育の一端です。 

         じゃ、担当のほうから説明をしてください。 

〇 事務局    教育委員会指導１課でございます。この件につきましては、さいたま市

といたしましては学習指導要領によらない特例ということで、既に実施し

ているところでございます。 

         また、教育課程、学習指導要領によります内容につきましては、既に平

成１７年度から市内の学校のほうに研究委嘱をいたしまして、小中連携に

つきまして１７年度から継続的に研究をしていただきまして、それぞれの

成果を各学校に広めて、それをまた取り入れている学校もあるという状況

でございます。 

         以上です。 

〇 埼玉新聞   ありがとうございます。 

         よろしいでしょうか。 

         それでは、そのほかに質問ある方は、お願いいたします。 

         特にないようなので、どうもありがとうございました。 

         以上をもちまして、記者からの質問を終了させていただきます。 

〇 進  行   以上をもちまして記者会見を終了させていただきます。どうもありがとう

ございました。 

 

午前１１時５５分閉会 

 

 


